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          全体についての消防計画 

平成  年  月  日作成 

第１章 総  則 

第１節 計画の目的及び適用範囲等 

（目的） 

第１条 この計画は、①                 に基づき、②        全

体の防火管理についての必要な事項を定め、火災の予防及び火災、地震、その他災害（以下

「火災等」という。）による人命の安全及び被害の軽減を図ることを目的とする。 

 

③（適用範囲） 

第２条 この計画に定めた事項については、次の者に適用する。 

(1) ②        内に勤務し、出入りするすべての者 

(2) ②        の防火管理上必要な業務（以下「防火管理業務」という。）を受託し

ている者 

２ この計画を適用する場所の範囲は、建物及び敷地内のすべてとする。 

 

④（管理権原の及ぶ範囲） 

第３条 各事業所の管理権原者の権原の及ぶ範囲は、別図１のとおりとする。なお、各事業所の

消防計画においてもその範囲を明記する。 

⑤２ 各事業所の管理権原者は、防火管理の実態を把握し、防火管理者に防火管理業務を適切に

行わせなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 管理権原者の責務等 

⑥（管理権原者の責務） 

第４条 各管理権原者は、この計画を遵守し、建物全体についての安全性を高めるように努め、

次の事項について責務を有する。 

(1) 管理権原者間の協議により、建物全体の防火管理業務を適正に遂行できる権限と知識を

有する者を統括防火管理者に選任すること。 

(2) 統括防火管理者に建物全体についての消防計画の作成その他建物全体についての防火管

理業務を行わせること。 
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(3) 統括防火管理者を選任（解任）した場合、消防機関へ届け出ること。 

(4) 統括防火管理者の届出等の消防機関との連絡など防火管理上必要な事項を行うととも

に、相互に意思の疎通を図り、建物全体の安全性の確保に努めること。 

(5) 建物の全体についての防火管理業務の実施体制を確立し、維持すること。 

(6) 火災等が発生した場合、自衛消防活動の全般についての責任を共同して負うこと。 

(7) 火災等発生の情報を受けた場合、自衛消防本部の設置を自衛消防隊長に指示すること。 

(8) 一部委託した防火管理業務が確実に遵守されるように相互に協力すること。 

 

⑦（協議会の設置等） 

第５条 ②       の全体についての防火管理を行うため、別表１の編成表に掲げる各管

理権原者をもって②       統括防火管理協議会（以下「協議会」という。）を設置す

る。 

２ 協議会に、別表１に定める会長、副会長及び若干名の役員を置く。 

３ 会長は、各管理権原者の協議により選出し、副会長その他の役員は、各管理権原者の同意を

得て会長が指名する。 

４ 会長は、協議会を代表するとともに、各管理権原者と相互に意思の疎通を図り、協議会の円

滑な運営に努める。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長が不在のときは、その職務を代行する。 

６ 会長は、各管理権原者と協議して統括防火管理者を選任（解任）し、消防機関に届け出る。 

７ 協議会の事務局は、会長の事業所に置き、会長又は統括防火管理者の指示を受けて協議会の

事務を行う。 

 

（協議会の審議事項等） 

第６条 協議会は、建物全体についての防火管理を行うための基本的な次の事項について審議

し、決定する。 

(1) 協議会の設置及び運用に関すること。 

(2) 協議会の代表者の選任に関すること。 

(3) 統括防火管理者に付与する建物全体についての防火管理上の権限に関すること。 

(4) 建物全体についての消防計画の確認及び建物全体についての防火管理上必要な事項に関

すること。 

(5) 建物全体についての消防計画と各事業所の消防計画との整合に関すること。 

２ 協議会の会議は、定例会及び臨時会とする。 

(1) 定例会は、   月、   月の年２回開催する。 

(2) 臨時会は、会長が必要と認めるときに開催する。 

(3) 会長は、必要に応じて統括防火管理者を参加させる。 
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⑧（防火管理委員会の設置等） 

第７条 統括防火管理者は、建物全体についての防火管理業務の効果的な推進を図るため、防火

管理委員会（以下「委員会」という。）を設置し、建物全体についての消防計画の作成及び見

直し等を行う。 

２ 委員会の構成は、別表２「防火管理委員会構成表」のとおりとする。 

３ 委員会は、次の事項について調整する。 

(1) 防火・避難施設、消防用設備等の点検・維持管理に関すること。 

(2) 自衛消防の組織の運用体制・装備に関すること。 

(3) 自衛消防訓練に関すること。 

(4) 従業員等の教育訓練に関すること。 

(5) その他防火管理上必要な事項に関すること。 

４ 委員会の委員長は、委員会を   月と   月に行い、次の場合は、臨時に開催する。 

(1) 社会的影響の大きい災害が発生したとき 

(2) 防火管理者などからの報告、提案により開催が必要と認めたとき 

(3) ②        で火災等が発生したとき 

５ 統括防火管理者は、委員会の結果を管理権原者に報告するとともに、必要に応じて建物全体

についての消防計画の見直しを行う。 

 

⑨（防火管理業務の委託） 

第８条 建物全体についての防火管理業務の一部を委託を受けて行う者（以下「受託者」とい

う。）は、この計画の定めるところにより、管理権原者又は統括防火管理者の指示の下に適正

に業務を実施する。 

２ 受託者は、受託した建物全体についての防火管理業務について、定期に統括防火管理者に報

告する。 

３ 受託者の建物全体についての防火管理業務の実施範囲及び方法は、別表３「防火管理業務委

託状況表」のとおりとする。 

 

第３節 統括防火管理者・防火管理者等の責務等 

⑩（統括防火管理者の責務） 

第９条 統括防火管理者は、建物全体についての防火管理業務を適正に行うため、次の事項を行

う。 

(1) 建物全体についての消防計画の作成又は変更に関すること。 

(2) 建物全体についての消防計画に基づく消火、通報及び避難誘導などの訓練の定期的な実

施に関すること。 

(3) 廊下、階段、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設の維持管理に関すること。 
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(4) 火災等が発生した場合における共同の自衛消防の組織における活動体制に関すること。 

(5) 火災等の発生時の消防隊に対する必要な情報提供等に関すること。 

(6) 建物全体についての消防計画の管理権原者への周知に関すること。 

(7) その他防火管理上必要と認める事項に関すること。 

２ 統括防火管理者は、建物全体についての防火管理上必要な業務を行う場合、各事業所の防火

管理者に対して必要な事項を指示することができる。 

３ 統括防火管理者は、消防機関等に対する全体の消防計画の届出、報告及び防火管理業務に関

する記録等を保管しなければならない。 

４ 統括防火管理者は、別表４「防火対象物実態把握表」により建物の実態を把握するととも

に、各事業所の防火管理者と相互の連絡を保ち、建物全体の安全性の確保に努めなければな

らない。 

 

⑪（防火管理者の責務） 

第10条 各事業所の防火管理者は、統括防火管理者の指示を遵守するとともに、次に掲げる防火

管理上必要な事項について統括防火管理者に報告する。 

(1) 防火管理者に選任（解任）されたとき 

(2) 消防計画を作成又は変更するとき 

(3) 統括防火管理者から指示された事項の結果 

(4) 防火対象物又は消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検を実施するとき 

(5) 用途又は消防用設備等・特殊消防用設備等を変更するとき 

(6) 内装の改修などの工事を行うとき 

(7) 大量の可燃物の搬入・搬出又は危険物及び引火性物品を貯蔵・取扱うとき 

(8) 臨時に火気を使用するとき 

(9) 火気を使用する設備器具（以下「火気使用設備器具」という。）又は電気設備の新設、移

設、改修等を行うとき 

(10) 消防計画に定める消防機関への報告及び届出を行うとき 

(11) 防火上の建物構造の不備や消防用設備等の不備欠陥が発見されたとき及びそれらを改修す

るとき 

(12) 防火管理業務の一部を委託するとき 

(13) 催物を開催するとき 

(14) 消防計画に定めた訓練を実施するとき 

(15) その他防火管理上必要な事項 

⑫２ 各事業所の防火管理者は、この計画と整合を図り、事業所ごとに消防計画を作成し、防火

管理業務を行う。 

⑬３ 各事業所の防火管理者は、他の防火管理者と相互に連絡を保ち、協力して防火管理業務を

推進する。 
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第２章 災害予防管理業務 

第１節 災害予防管理 

⑭（防火管理状況の把握） 

第11条 統括防火管理者は、各事業所の防火管理者等と連携を図り、建物全体の防火管理業務に

必要な実態を別表５「予防管理表」により調査し、全体を把握する。 

 

（点検・検査） 

⑮第12条 防火対象物及び消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検は、次による。 

(1) 防火対象物の法定点検 

ア 防火対象物の法定点検は、共用部分は    の責任により行い、各事業所の占有部分

は各事業所の管理権原者の責任により行う。 

イ 統括防火管理者及び当該事業所の防火管理者は、法定点検に立ち会う。 

(2) 消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検 

ア 消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検は、    の責任により行う。 

 ただし、事業所が独自に設置した消防用設備等・特殊消防用設備等は、当該設置事業所

の責任により行う。 

イ 消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検は、資格者又は点検設備業者に委託して、 

   月と   月の年２回実施する。 

ウ 統括防火管理者及び当該事業所の防火管理者は、法定点検に立ち会う。 

⑯２ 消防用設備等・特殊消防用設備等及び防火・避難施設等の自主点検は、次による。 

(1) 消防用設備等・特殊消防用設備等の自主点検 

ア 消防用設備等・特殊消防用設備等の自主点検は、    が別表６「消防用設備等自主

点検チェック表」（定期）により、定期的な法定点検（６か月ごとに１回）の合間に、お

おむね２回以上行う。 

イ 各事業所の占有部分に設置されている消防用設備等・特殊消防用設備等の自主点検につ

いては、各事業所の消防計画に定めて行う。 

ウ 統括防火管理者は、消防用設備等に特例が適用されている場合の特例適用条件の適否に

ついても、合わせて実施しなければならない。 

⑰(2) 防火・避難施設等の自主検査等 

ア 建物、避難施設、防火設備、排煙施設（設備）及び火気使用設備器具等の自主検査は、 

    が別表７「防火・避難施設等自主検査チェック表」（定期）により定期的に行

う。 

イ 各事業所の占有部分の自主検査については、各事業所の消防計画に定めて行う。 

なお、各事業所の自主検査の実施範囲には、各事業所が日常使用する廊下、階段等の避難上

必要な施設を含める。 
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⑱（不備欠陥箇所の改修） 

第13条 防火対象物、消防用設備等・特殊消防用設備等、防火・避難施設等の法定点検・検査及

び自主点検・検査を実施した結果、不備欠陥又は改修する事項がある場合、各管理権原者の

責任の範囲により、統括防火管理者又は防火管理者が改修計画を策定する。 

２ 防火対象物、消防用設備等・特殊消防用設備等、防火・避難施設等の法定点検・検査及び自

主点検・検査で発見された不備欠陥箇所の改修等は、改修計画に基づき各管理権原者の責任

の範囲により行う。 

 

⑲（工事中の安全対策） 

第14条 建物内の消防用設備等の改修工事、用途変更等及び催物の開催など不定期に行われる工

事等において、工事中の火気管理等の確認など防火上の安全対策に関する事項は、建物全体

についての消防計画に定める事項を遵守するとともに、共用部分については統括防火管理

者、事業所の占有部分については各事業所の防火管理者が工事中の安全対策を策定する。 

２ 統括防火管理者は、複数の事業所にわたる増築、模様替え等の工事が行われる場合、当該工

事を行う各事業所の防火管理者で協議し「工事中の消防計画」を届出させる。 

３ 統括防火管理者・防火管理者は、各事業所が行う用途変更・間仕切変更・内装等の変更工事

等又は催物の開催など不定期に行われる工事等に関し、必要に応じて、工事・催物等の計画

内容等の確認や現場確認を行い、関係法令の適合の確認や火気管理等の防火上の確認を行

う。 

 

⑳（内装制限等の遵守） 

第15条 建物において改修等で使用する内装材は、関係法令で定める仕様以上としなければなら

ない。 

２ 建物内で使用するカーテン、じゅうたん等は、防炎物品としなければならない。 

 

（避難経路図の掲示） 

第16条 統括防火管理者は、人命の安全を確保するため見やすい場所に、別図２の避難経路図を

掲示する。 

 

（定員・収容人員の管理） 

第17条 統括防火管理者は、建物内で催物等により、共用部分等において臨時に混雑が予測され

る場合は、あらかじめ入場制限等の措置を講じるとともに避難経路の確保や避難誘導員の配

置等必要な措置を行う。 

２ 各事業所の防火管理者は、用途区分ごとに定められた定員を遵守するとともに、定員を超え

るような混雑が予想される場合は、掲示板、案内板、放送等により入場制限を行う。 
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 （休日・夜間等の対応） 

第18条 統括防火管理者は、休日・夜間等の建物内の状況を把握し、別表８「休日・夜間等の防

火管理体制」の防火管理体制により対応する。 

２ 各事業所の防火管理者は、消防計画に事業所の休日・夜間等における防火管理体制について

定めるとともに、特異事項については、統括防火管理者に報告する。 

 

（関係機関との連絡） 

第19条 統括防火管理者は、各種報告・届出及び自衛消防訓練等について消防機関等と事前相談

等連絡を十分に行い、防火管理業務の適正な遂行に努める。 

 

（防火管理維持台帳への記録） 

第20条 統括防火管理者は、建物全体（各事業所の占有部分を除く。）についての防火管理業務

の実施結果及び防火管理業務に必要な書類等を取りまとめ、防火管理維持台帳に編冊・整理

及び保管する。 

２ 各事業所の管理権原者は、事業所の占有部分の防火管理業務の実施結果及び防火管理業務に

必要な書類等を取りまとめて防火管理維持台帳に編冊、整理及び保管する。 
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第２節 火気管理 

（出火防止対策） 

第21条 統括防火管理者は、建物内外の共用部分における出火防止対策を推進するため、各事業

所の防火管理者に対して次の事項を指示し、各事業所の消防計画に定めさせて全従業員等に

周知徹底させるものとする。 

(1) 火気使用設備器具等の設置又は使用の管理・監督 

(2) 喫煙管理 

(3) 放火防止対策 

(4) 可燃物、危険物品等の管理 

 

（放火防止対策） 

第22条 統括防火管理者は、建物内外の共用部分への放火防止対策について、各事業所の消防計

画に定めるほか、次の対策を推進する。 

(1)                                          

(2)                                          

(3)                                          

(4)                                          

 

（危険物品等の管理） 

第23条 建物内へは、原則として危険物品の持ち込みを禁止する。ただし、建物内への持ち込み

が禁止されている危険物品の使用が申請等により認められた場合は、次の事項を遵守し、安

全管理を行う。 

(1)                                          

(2)                                          

(3)                                          

(4)                                          
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第３節 防火・避難施設等の管理 

（防火・避難施設等に対する管理及び遵守事項） 

第24条 統括防火管理者は、避難施設及び防火設備の機能を有効に保持するため、次の事項を徹

底する。 

(1) 避難通路、避難口、廊下、階段その他の避難施設 

ア 避難の障害となる設備を設け又は物品を置かないこと。 

イ 床面は避難に際し、つまずき、すべり等を生じないよう維持管理すること。 

ウ 避難口等に設ける扉は、容易に解錠し開放できるものとし、開放した場合は廊下、階段

等の幅員を有効に保持すること。 

(2) 火災の延焼を防止するための防火設備 

ア 防火戸や防火シャッターは、常時閉鎖できるようにその機能を有効に保持し閉鎖の障害

となる物品を置かないこと。 

  なお、防火戸や防火シャッターの開閉位置と他の部分とを色別しておくこと。 

イ 防火戸や防火シャッターに近接して延焼の媒体となる可燃性物品を置かないこと。 

２ 各事業所の廊下、階段、避難口、避難通路、安全区画及び防煙区画の確保など避難上必

要な施設等の維持管理に関する事項は、各事業所の消防計画に定める。 

３ 各事業所の防火管理者は、避難施設、防火設備の役割を従業員等に十分認識させるとと

もに、定期的に点検、検査を実施し、施設、設備の機能確保に努める。 
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第３章 災害活動管理業務 

第１節 自衛消防の組織の編成と任務 

（自衛消防の組織の編成等） 

第25条 火災等による人的又は物的な被害を最小限にとどめるため、自衛消防の組織の本部を防

災センター等に設置し、活動拠点とするとともに、建物全体についての共同の自衛消防の組

織を編成する。 

２ 自衛消防の組織は、自衛消防隊長が統括指揮する。 

３ 自衛消防の組織には、本部隊及び地区隊を編成する。 

４ 本部隊には、指揮班、通報連絡（情報）班、初期消火班、避難誘導班等を置き各班には班長

を置く。各班に必要な人員は各事業所が分担する。 

５ 地区隊は、各事業所の自衛消防の組織をもって編成し、その組織及び任務は、各事業所の消

防計画に定める。 

６ 自衛消防隊長は、情報の収集及び地区隊長の報告等により、自衛消防活動の開始を決定す

る。 

７ 自衛消防隊長は、消防機関が到着したときは、自衛消防の組織の活動状況、被災状況の情報

等を提供するとともに消防機関への協力を行う。 

８ 自衛消防の組織には、自衛消防隊長が不在時の任務の代行者（以下「自衛消防隊長の代行

者」という。）を定める。 

９ 自衛消防の組織の編成及び主たる任務は、別表９「自衛消防の組織の編成表」のとおりとす

る。 

 

（自衛消防の組織の活動範囲） 

第26条 自衛消防の組織の活動範囲は、原則として       全体とする。 

２ 隣接する建物等からの火災により建物に延焼の危険がある場合は、建物に設置されている消

防用設備等・特殊消防用設備等を有効に活用できる範囲内において、自衛消防隊長の判断に

基づき活動する。 

 

（本部隊の任務） 

第27条 本部隊は、火災発生時における初動対応及び全体の統制を行う。 

２ 本部隊の各班は、別表９の任務に基づき活動を行う。 

３ 自衛消防隊長は、地区隊長が不在となった区域で火災等が発生した場合、現場に駆け付ける

現場員のうち１名を指揮担当に指定し、その他の現場員の活動指揮に当たらせる。 

４ 現場員は、隊長が不在となった区域で火災等が発生した場合、指揮担当の指揮下で、情報収

集、初期消火、避難誘導等の任務に当たる。 

 

（地区隊の任務） 
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第28条 地区隊は、当該地区隊の管理する区域内の火災等においては、当該地区隊長の指揮の下

に別表９に定める地区隊の任務を行うものとし、その活動は、各事業所の消防計画で定め

る。 

２ 火災等発生場所を管理する当該地区隊以外の地区隊の活動は、自衛消防隊長又は本部隊の指

揮班長の命令により行う。 

 

（自衛消防の組織の体制） 

第29条 自衛消防隊長は、自衛消防の組織を勤務体制の変動に合わせて柔軟に編成替えするとと

もに、従業員等に割り当てた任務の周知徹底を図る。 

  自衛消防隊長は、自衛消防の組織の基本編成による活動では困難と認められる場合は、本部

隊・地区隊の各班の人員を増強又は任務替えするなどの対応により、効果的な自衛消防活動

を行う。 

２ 休日・夜間等における自衛消防活動体制は、別表８によるものとし、火災等が発生した場合

は、次の措置を行う。 

(1) 火災を覚知した場合は、直ちに消防機関に通報後、初期消火活動を行うとともに、建物

内残留者等に火災の発生を知らせ、自衛消防隊長、統括防火管理者及び各事業所の防火管

理者等関係者に、別に定める緊急連絡網により連絡する。 

(2) 消防隊に対しては、火災発見の状況、延焼状況等の情報及び資料等を提供するととも

に、火災現場への誘導を行う。 

 

（自衛消防の組織の装備） 

第30条 自衛消防活動要員等に必要な装備品等は、別表10「自衛消防活動等装備品リスト」に定

める。 

２ 本部隊の装備品は、防災センター等に保管し、必要な点検を行って、常時使用できる状態に

維持管理する。 

３ 地区隊の装備品は、各事業所の消防計画で定める。 

 

 

 

 

 

第２節 火災時の活動 

（火災発見時の措置） 

第31条 火災の発見者は、防災センターに出火場所、状況等を速報するとともに、周辺に火災を

知らせる。ただし、自動火災報知設備等のベルが鳴動している場合は、初期消火等の活動を

優先することができるものとする。 
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２ 防災センターの勤務員は、火災を確認後、直ちに消防機関（119番）へ通報するとともに、

自衛消防隊長に報告し、必要に応じて放送設備等により周知する。 

３ 本部隊の指揮班長は、通報連絡班長と協力し、自衛消防隊長の活動方針を受けて各地区隊長 

等に内容を伝達するとともに、自衛消防隊長不在の場合は代行指揮を執るものとする。 

 

（通報連絡） 

第32条 本部隊の通報連絡（情報）班は、次の活動を行う。 

(1) 現場確認者等から火災の連絡を受けたときは、直ちに119番通報する。 

(2) 火災発生確認後、避難が必要な階の在館者への避難の放送を行う。 

(3) 自衛消防隊長、地区隊長及び関係者へ火災発生の連絡を行う。 

(4) 避難が必要な階以外の階への火災発生及び延焼状況の連絡を行う。 

(5) 情報収集内容を記録する。 

２ 地区隊の通報連絡（情報）担当は、次の活動を行う。 

(1) 出火場所、火災規模、燃えているもの、延焼危険の確認 

(2) 逃げ遅れ者、負傷者の有無及び状況の確認 

(3) 消火活動状況、活動人員の確認 

(4) 防火区画形成状況の確認 

(5) 危険物品等の有無の確認 

(6) 前各号の情報の自衛消防隊長（自衛消防本部）及び地区隊長への報告 

 

（消火活動） 

第33条 本部隊の初期消火班は、地区隊と協力し、消火器又は屋内消火栓設備を活用して初期消

火を行うとともに、防火戸、防火シャッター等を閉鎖し、火災の拡大防止に当たる。 

２ 地区隊の消火活動は、初動措置に主眼をおき活動する。 

  なお、当該地区隊の担当区域外で火災が発生した場合は、臨機の措置を行うとともに、地区

隊長又は自衛消防隊長の指示により行動する。 

 

（避難誘導） 

第34条 本部隊の避難誘導班は、地区隊と協力し、出火階及びその直上階（出火階が１階又は地

下階の場合は、１階及び地下階）を優先して避難誘導する。 

                                           

                                           

                                           

 

（安全防護） 

第35条 本部隊・地区隊の安全防護班は、火災が発生した場合、相互に協力して排煙設備の操作
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を行うとともに防火戸、防火シャッター、防火ダンパー等の閉鎖を行い、可燃物・危険物品

等を除去し、延焼拡大防止と消防活動に支障となる事項の排除を図る。 

２ 消火活動終了後は、スプリンクラー制御弁及び屋内消火栓等の開閉バルブを閉鎖し、水損防

止を行うほか、ポンプ設備の停止等を行う。 

 

（救出救護） 

第36条 本部隊の応急救護班は、救護所を消防隊の活動の支障とならない安全な場所に設置す

る。 

２ 本部隊・地区隊の応急救護班員は、相互に協力して負傷者の応急手当を行い、救急隊と連絡

をとり、病院に搬送できるように適切な対応を行う。 

３ 応急救護班は、負傷者の所属する事業所名、氏名、年齢及び負傷箇所等必要な事項を記録す

る。 

４ 応急救護班は、逃げ遅れ者の情報を得た場合は、現場に急行し、特別避難階段附室等安全な

場所へ救出する。 

 

（消防機関への情報提供等） 

第37条 本部隊は、消防機関の活動が効果的に行われるよう、次の情報提供等を行う。 

(1) 自衛消防の組織の活動状況 

(2) 消防隊の進入路及び特殊車等の停車位置の確保 

(3) 火災現場への誘導 

(4) 出火場所、延焼範囲、逃げ遅れ者の有無、避難誘導状況、消防活動上支障となるものの

有無などの情報の提供 

(5) 自衛消防隊本部等の設置場所 

 

 

 

第３節 地震時の活動 

（緊急地震速報受信時の対応） 

第38条 防災センター等の勤務員は、緊急地震速報を受信した場合は、次の活動を行うとともに

統括防火管理者（自衛消防隊長）に報告する。 

(1) 避難口等及び防火戸等の電気錠を解錠し、避難経路を確保する。 

(2) 人命の安全、被害の軽減及びパニックの発生防止のための在館者への緊急地震速報発表

の放送等を行う。 

(3) 火気使用設備器具の担当者は、出火防止のため電源や燃料バルブ、ガスの元栓を遮断す

る。 
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（発生時の初期対応） 

第39条 地震発生時は、身の安全を確保し、揺れがおさまった後、自衛消防隊長は、建物全体の

被害状況を把握し、館内放送等により在館者等に情報を提供する。 

２ 地区隊長は、被害の状況や火気使用設備器具などの点検結果を自衛消防隊長に報告する。 

３ 初期情報の収集と管理は、次による。 

(1) 自衛消防本部（防災センター等）は、被害状況等の情報を一元化し、収集・管理する。 

(2) 防災センター等の勤務員は、気象庁の地震情報、津波情報及び緊急地震速報等の情報収

集を行う。 

４ 出火防止は、次による。 

(1) 火気使用設備器具の直近にいる者は揺れを感じたとき又は大きな揺れがおさまった後、

電源や燃料バルブ、ガスの元栓を遮断する。 

(2) 二次災害の発生を防止するため、火気使用設備器具、危険物施設等について点検を実施

し、出火防止に努める。 

 

（地震による出火への対応） 

第40条 地震発生後の出火防止等は、次による。 

(1) 地区隊長は、担当区域内の出火危険箇所に初期消火担当を派遣し、早期発見・消火を行

う。 

(2) 複数の出火箇所がある場合の消火活動は、避難経路となる場所を優先して行う。 

 

（避難誘導） 

第41条 自衛消防隊長は、地震が発生した場合、建物の被害状況等に応じ、避難開始の指示を判

断する。 

２ 自衛消防隊長は、避難誘導の指示について、次のように行う。 

(1) 避難誘導班へ指示し、在館者を所定の場所へ避難させる。 

(2) 収容物等に挟まれた人又は閉じ込められた人がある場合は、救出救護活動を指示する。 

(3) 防災関係機関から避難命令があった場合は、速やかに避難誘導を行うことを指示する。 

 

（帰宅困難者対策） 

第42条 帰宅困難者が多数発生するおそれのある事業所では、帰宅困難者及び災害対応要員等に

対する支援の確保及び情報の提供等について、各事業所の消防計画に定めるほか、各事業所

が相互に協力して行うものとする。 
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第４節 警戒宣言等が発令された場合の対策 

（警戒宣言等への対応） 

第43条 警戒宣言又は東海地震注意情報等（以下「警戒宣言等」という。）が発令された場合、

各管理権原者及び統括防火管理者は、地震発生時における被害を軽減するため、次の措置を

とる。 

(1) 警戒宣言等の発令時の対応処置 

ア 情報の伝達方法 

イ 自衛消防の組織の任務の確認 

ウ 在館者等の対応 

(2) 各事業所の営業の自粛又は中止 

(3) エレベーター、エスカレーター、空調設備等の運転及び停止 

(4) 出火防止のための応急措置対策の確認 

(5) その他必要な事項 

２ 緊急を要する場合は、自衛消防隊長は警戒宣言等が発令された場合の必要な措置等につい

て、各事業所の地区隊長等に指示・命令することができる。 

 

（警戒本部の設置） 

第44条 自衛消防隊長は、警戒宣言等が発令された場合は、警戒本部を設置する。 

２ 警戒本部の構成員は、自衛消防隊長（不在のときはその代行者）及び各事業所の地区隊長等

とする。 

３ 警戒本部の任務は、次のとおりとする。 

(1) 緊急点検及び被害防止措置等の進行管理に関すること。 

(2) 自衛消防組織要員の在館者に対する警戒宣言等の発令の伝達並びに自衛消防組織の臨時

編成及び任務に関すること。 

(3) 情報の把握 

(4) 各管理権原者への情報連絡 

(5) その他必要な事項に関すること。 

４ 警戒本部には、各階の平面図、トランシーバー等の通信機器など本部活動に必要なものを準

備する。 

 

（自衛消防の組織の編成及び任務） 

第45条 警戒宣言等が発令された場合は、別表９に基づき自衛消防の組織の編成及び任務を組

み替える。 

 

（警戒宣言等発令の伝達） 

第46条 警戒本部は、警戒宣言等の発令について各事業所の従業員に放送等で伝達する場合は、
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他の在館者のパニック防止のため、あらかじめ建物内の従業員等のみが理解できる放送文に

より行う。 

２ 在館者への伝達を放送等で行う場合は、避難誘導員等の配置が完了した後に行う。 

 

（被害防止措置等） 

第47条 統括防火管理者は、地震発生に伴う被害を防止するため、次の事項を行う。 

(1) エレベーターは、地震管制装置付きのものを除き運転を中止する。 

(2) 建築工事及び窓ふきその他高所作業を行う者に対して、工事資機材等の転倒・落下・移

動防止等の安全措置を行わせ、作業を中止させる。 

(3) 設備・機器等及び消防用設備等の点検及び固定等の確認 

２ 統括防火管理者は、各事業所の防火管理者に対し、次の事項の実施について指示する。 

(1) 火気使用設備器具の使用は原則として中止とする。やむを得ず使用する場合は、防火管

理者が確認し、必ず従業員に監視させ直ちに消火できる態勢を講じてから使用させる。 

(2) 窓ガラス・照明器具・オフィス内事務機器・ロッカー等について転倒・落下・移動防止

措置の確認及び処置を行う。 

 

（情報を覚知した場合の対応措置） 

第   条 統括防火管理者は、         に伴う地震、津波に関する情報を覚知した

場合は、次の措置を講ずる。 

(1) 本部隊の通報連絡（情報）班に地震及び津波に関する情報の収集に当たらせる。 

(2)          が発生したことを各事業所の防火管理者に伝達するとともに、当該

施設内にその旨及び必要な措置について周知する。 

(3) 本部隊・地区隊の避難誘導班に、必要に応じて顧客等の避難誘導に当たらせる。 

(4) 本建物内の従業員等を必要に応じ    （例えば「       」など具体的に）

に集合させ、避難させる。 

(5) 前各号に掲げるほか、津波からの避難に支障がない範囲で、地震による被害の発生防止

又は軽減を図るために必要な措置を行わせる。 

２ 従業員等は、         に伴う津波警報等が発表されたとき又は地震が発生し

たことを覚知した建物内の従業員等は、直ちに自衛消防隊長及び地区隊長にその旨を報告

する。 
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第４章 教育訓練 

第１節 教育 

（管理権原者の取組み） 

第48条 各管理権原者は、自らの防火管理に関する知識と認識を高めるため、防火に関するセミ

ナー、建物全体で実施する講演会、自衛消防訓練等に参加し、各管理権原者との情報交換等

を行い、建物全体の安全・安心の確保に努める。 

２ 各管理権原者は、事業所の防火管理者等及びその他の防火業務に従事する者の防火教育につ

いて計画的に実施し、防火意識と行動力の向上を図る。 

 

（防火管理者の教育） 

第49条 統括防火管理者及び各事業所の防火管理者は、消防機関等が開催する各種講習会や研究

会に参加し防火管理に関する知識・技術の向上に努める。 

２ 統括防火管理者は、必要に応じて各事業所の防火管理者等の防火意識の高揚のための講習会

及び研修会等を計画する。 

 

（従業員等の教育） 

第50条 各事業所の従業員等に対する防火に関する教育は、各事業所の消防計画に定める。 

 

第２節 訓練の実施 

（従業員等の訓練） 

第51条 統括防火管理者は、各事業所の従業員等を対象とし、火災等が発生した場合に迅速かつ

的確な所定の行動ができるよう、次により訓練を定期的に実施する。 

(1) 総合訓練 

(2) 部分訓練 

ア 通報訓練 

イ 消火訓練 

ウ 避難訓練 

エ その他安全防護訓練、救出救護訓練 

(3) その他の訓練 

ア 建物平面図、配置図、設備図等を使用し、災害を想定した図上訓練 

イ 自衛消防活動に供する設備機器及び装備等の取扱訓練 

 ２ 訓練の実施時期等は、次のとおりとする。 
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 訓練の種別 実施時期 備  考 

 総合訓練   月  月 ・通報、消火、避難の訓練の要素を取り入れた総合訓練

を実施する。 

・地震を想定した訓練も合わせて実施する。 

 部分訓練等   月  月 必要に応じ実施する。 

(1) 訓練は、訓練指導者を指定して実施する。 

(2) 訓練参加者は、自衛消防の組織を含むすべての従業員とする。 

 

（訓練時の安全対策） 

第52条 統括防火管理者は、訓練実施前及び訓練実施中に、訓練参加者の事故防止等を図るため

に必要な指示・教育を実施する。 

 

（自衛消防訓練実施結果の検討） 

第53条 統括防火管理者は、自衛消防訓練終了後直ちに訓練結果について検討会を開催する。 

 なお、検討会には、原則として訓練に参加した者が出席する。 

２ 統括防火管理者は、別表11「自衛消防訓練実施結果記録書」に反省点、推奨事項等を記録

し、以後の訓練に反映させる。 

３ 統括防火管理者は、訓練検討結果を防火管理委員会に報告する。 

４ 各事業所の防火管理者は、従業員等に訓練検討結果を周知・教育する。 

 

（自衛消防訓練の通知） 

第54条 統括防火管理者は、自衛消防訓練を実施しようとするときは、あらかじめ所轄消防署へ

通報するものとし、実施日時、訓練内容等について各事業所の防火管理者等に周知徹底す

る。 

 

第５章 雑 則 

（経費の分担） 

第55条 この計画に定める事業を行うときは、その都度協議し、経費の分担割合を定める。 

   附 則 

 この計画は、平成  年  月  日から施行する。 

 

 


